
 

第２回ホウ素中性子捕捉療法（BNCT）推進協議会 

次第 

    

と き：平成 29年 3月 21日（火）15時～17時 

ところ：國民會館 武藤記念ホール 

 

 

１ 開会    

 

２ 議題 

１）平成 28年度事業報告及び平成２９年度事業計画について 

 ①人材育成 WGについて 

 ②安全・高度化 WGについて 

 ③平成２８年度課題 WGについて 

 ④平成２９年度課題 WGについて 

 ⑤情報発信事業について 

２）基盤研究への取組について 

 

３ その他 

                           

４ 閉会    
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平成 28年度 人材育成 WG 事業報告 

 

１．WGの開催 

○と   き   平成２８年１０月１８日 

○と こ ろ   京都大学原子炉実験所 図書棟会議室 

○議題と議論内容 

① 今年度の講習会の内容について 

⇒ これまで京大実験所丸橋名誉教授が中心となって開催されてきた内容を 

ベースとした講習会を、平成２９年３月に京大実験所で開催することを確認 

② 来年度以降の講習会のあり方について 

⇒ おもに、大阪医大で講義（座学）を京大実験所で実習（連続する４日間）を開催 

することを確認 

③ 日本中性子捕捉療法学会へはたらきかける内容について（意見交換） 

⇒ 将来的な目標としてＢＮＣＴ人材の資格化を目指すことを確認 

 

２．意見照会の実施 

○と  き   平成２８年１２月１２日付け照会（１２月２１日しめきり） 

○目  的   次回ＷＧ（平成２９年４月２７日開催予定）における議論をさらに充実させる 

ための「たたき台」に用いる 

○意見おもなもの 

・平成２９年度講習会対象者は、応募者をＷＧで精査・検討の後、決定した方がよい。 

（本年度講習会は、募集開始翌日に定員に達する状況） 

・資格化の議論も必要であるが、これからの２～３年は、ＢＮＣＴ導入予定施設のスタッフ 

に ＯＪＴ（On the job training）として経験を積んでいただくことが重要。 

・本講習会主催の講習会を確立（整備）することを優先すべき。 

 

３．講習会の開催 

○と  き   平成２９年３月１日～４日 

○と こ ろ   京都大学原子炉実験所 

（施設見学：大阪府大 BNCT研究センター・阪大医学部附属病院） 

○参加者数  １０名（医師、医学物理士、放射線技師、学生 など） 

○内  容   別添講習会日程表のとおり 

○講習生の声おもなもの（アンケートより） 

・実務的な科目が多く、非常に満足した。 

・カリキュラムについて、物理、化学、生物、臨床をバランス良く組み立ていた。 

・講義内容が非常に充実していた。 

・BNCTについて、教科書に掲載されていない臨床的なことが学べた。 

・BNCTの現状や、今後必要な研究テーマを知ることができた。 

 

 

議題 1)‐①‐１ 



（別添） 

 

ホウ素中性子捕捉療法（BNCT）推進協議会人材育成 WG主催 

ＢＮＣＴ講習会日程表 

平成 29年 

3月 1日（水） 
10:00～10:10 

10:10～11:40 

11:40～12:40 

12:40～14:10 

14:10～14:20 

14:20～15:50 

15:50～16:00 

16:00～17:30 

開講式・スケジュール等説明 

【講義】治療生物 （京都大学原子炉実験所 増永 慎一郎） 

昼 食 

【講義】医学物理-1(基礎) （九州大学 納冨 昭弘） 

休 憩 

【講義】医学物理-3(治療計画) （京都大学原子炉実験所 櫻井 良憲） 

休 憩 

【講義】医学物理-2(測定) （京都大学原子炉実験所 田中 浩基） 

平成 29年 

3月 2日（木） 

10:00～11:00 

11:00～12:00 

 

12:00～13:00 

13:00～13:30 

13:30～17:30 

 

【講義】臨床-1 （京都大学原子炉実験所 小野 公二） 

【講義】臨床-2 （京都大学原子炉実験所 鈴木 実） 

【講義】看 護 （京都大学原子炉実験所 山本 由佳） 

昼 食 

放射線業務に係る教育の実施（京都大学原子炉実験所 高田 卓志） 

【実習】体位固定調整 （京都大学原子炉実験所 高田 卓志） 

【実習】10B濃度測定 （京都大学原子炉実験所 近藤 夏子） 

※前半・後半（各実習 2時間）で、受講生入れ替わり 

終了後、KUR及び BNCT加速器見学 

平成 29年 

3月 3日（金） 

10:00～13:00      

 

 

13:00～14:00 

14:00～17:00 

 

 

17:00～17:30 

17:30～20:00 

【実習】測 定 （広島大学 田中 憲一） 

【実習】治療計画 （京都大学原子炉実験所 櫻井 良憲・高田 卓志） 

※午前・午後で、受講生入れ替わり 

昼 食 

【実習】測 定 （広島大学 田中 憲一） 

【実習】治療計画 （京都大学原子炉実験所 櫻井 良憲・高田 卓志） 

      ※午前・午後で、受講生入れ替わり 

移 動 等 

懇 親 会（京都大学原子炉実験所内） 

平成 29年 

3月 4日（土） 

9:00  

9:00～10:00 

10:00～12:00 

12:00～13:00 

13:00～14:00 

14:00～16:00 

16:00 

京都大学原子炉実験所正門前集合 

移 動 等 

【見学】大阪府立大学 BNCT研究センター （切畑 光統） 

昼 食 

移 動 等  

【見学】大阪大学医学部附属病院 PET施設 （畑澤 順） 

閉講式・現地解散  

 



平成 29年度 人材育成 WG 年度計画 

 

【趣旨・目的】 

ＢＮＣＴ従事者の人材育成は喫緊の課題であり、慎重に進めることが重要。ＢＮＣＴ専門人材の育

成を目的とした人材育成事業の実施に加え、全国の組織、学会と連携しながら、人材育成プログ

ラムの作成、人材育成拠点の在り方整理、人材育成計画の策定やＢＮＣＴ専門師の資格化等の

検討を行う。 

 

【取組内容・スケジュール】 

l 人材育成の在り方整理。（研究者、医療スタッフ等） 

l 日本中性子捕捉療法学会との連携・役割分担の整理。（人材育成計画、研修内容） 

l 医療拠点との連携・役割分担の整理。（研修内容等） 

l 人材育成計画の策定。 

l BNCT専門人材の育成を目的とした人材育成事業の実施 

 

【平成 28年度メンバー】 

座長 京都大学 原子炉実験所 粒子線生物学研究分野 教授 増永  慎一郎  

 京都大学 原子炉実験所 粒子線腫瘍学研究分野 センター長 鈴 木  実 

 京都大学 原子炉実験所 放射線医学物理学研究分野 准教授 櫻 井  良 憲  

 京都大学 原子炉実験所 放射線医学物理学研究分野 助教 高 田  卓 志 

 大阪大学 医学系研究科医用物理工学講座 教授 小 泉  雅 彦 

 名古屋大学 加速器 BNCT用システム研究講座 特任教授 土 田  一 輝 

 九州大学 医用量子線科学分野 准教授 納 冨  昭 弘 

 広島大学 量子エネルギー工学 准教授 田 中  憲 一 

 大阪医科大学 BNCT共同医療センター設置準備室 副技師長 秋 田  和 彦 

 京都大学 原子炉実験所 放射線医学物理学研究分野 名誉教授 丸 橋  晃  

※来年度以降のメンバーについては、WGで検討を行い変更の可能性あり。 

議題 1)‐①‐2 



安全・高度化 WG 平成 28年度事業報告及び平成 29年度事業計画 

 

【趣旨・目的】 

中性子の医療応用に関し、その特性に基づく関連する機器の機械的・電気的な安全・安定性

等及び放射線治療としての期待度・将来性等についての医学物理・工学面での検討を行い、 

① 患者に対する安全かつより高品質な医療手段の確立 

② 医療スタッフの安全確保 

を目的とする活動を行う。 

従来の医療用放射線と比べて全く異なる挙動特性を有する中性子を安全に利用できる医療シ

ステムが求められます。 

中性子線場の場合、その場は放射線的に複雑であり、被ばくした場合の身体的付加影響を正

確に評価することがたいへん難しい。しかしながら、極めて魅力的な中性子場の医療応用は不可

避であり、このためには少なくとも次の 2 つの視点からの取り組みがもとめられるものと思われま

す。第一の視点は患者さんと医療スタッフの安全を装置的に実現し、間違っても患者さんと医療ス

タッフに危害が及ばないシステムに関する基準を明確にし、具体化することです。第二の視点は

中性子線場の特性に基づき、任意の深度にある患部の体内線量分布を最適化する（このことは

正常組織への影響を最小化する課題と連結）方策を検討評価し、計算ソフト開発や線量測定系の

確立などの対策を具体化することです。 

将来的には多門照射も含めた医療用中性子場についての審議を行うことを含めこのグループ

の形成を提案いたしました。日本でそれぞれBNCT施設を推進しようとしている方全員に何らかの

形で参加していただいて、いろんな側面からの議論ができればと考えています。場合に合わせて

委員を追加しより密な議論ができる組織となることが望まれます。 

 

【平成 28年度事業報告】 

平成 28 年度においては、今までの実績を整理し、次の 4 つの視点から今後のＢＮＣＴの安全・

高度化に向けた課題について整理を行う。 

  ①患者の目から見た安全面 

  ②電気的安全面、機械的安全面から見た課題 

  ③ソフト開発（treatment planning） 

  ④放射線・線量測定システム開発 

（課題） 

 他の外部照射放射線治療と現状の BNCTが大きく異なる点は、 

① 1回 1門照射（放医研における肺がんについての 1回照射とも異なる） 

② コリメータ出口（内面側）と患者皮膚面密着（理想的）⇔線量分布評価の困難性 

③ 10
B 濃度を加味した正常組織線量による線量制御⇔腫瘍線量は参照的評価（3次元分布） 

 *混在する放射線の特性を考慮し、障害発生以下の正常組織の線量制御 

議題 1)－② 



④ 腫瘍内線量不均一（極多門的照射法であるガンマナイフ的ではある） 

⑤ 異なる RBEの放射線種混在 

⑥ 10
B 薬剤注入下での放射線照射 

⑦ 照射モデレータ装置の放射化対策不可避⇔高レベル残留ガンマ場＜遮へい構造＞ 

等であり、高度化にむけての考慮対象である。10
Bの細胞内濃度は腫瘍全体の線量分布を悪化さ

せる可能性から自己遮へい効果を考慮することが必要である。 

 以上の BNCTの特徴を前提として、各課題についての今後の取り組みを検討する。 

 

課題① 患者の目から見た安全面（恐怖感や苦痛などに対する対策） 

放射線治療をお受けになる患者さんは少なくとも数回の照射を受けられるまでは極度の緊張

状態にあります。このような患者さんの状況を整理し、 

1-1 BNCTは基本的に 1回の照射であり、事前の説明と当日の緊張状態の緩和対策 

1-2 コリメータと患部皮膚面の密着性に関わる苦痛除去対策 

1-3 長照射時間の固定姿勢保持対策 

1-4 他 

を取り扱う。 

 

課題② 電気的安全面、機械的安全面から見た課題 

JIS T 0601-1-1:1999 医用電気機器 第 1部：安全に関する一般的要求事項、 

JIS T 0601-1-2:2002 医用電気機器 第 1部：安全に関する一般的要求事項－第 2節：副通則-

電磁両立性-要求事項及び試験、 

並びに実装置に関する機械的・電気的安全性に関した要求事項を満たすことが求められる。 

この事項に関し、京大原子炉実験所 BNCT 患者搬送装置に関する資料＜コリメータ付体位固

定搬送照射台点検項目；添付資料＞を提示する。 

委員会では今後この事項に関連する資料の配布と具体的課題項目を整理する。 

 

課題③ ソフト開発（treatment planning） 

 この課題についての専門部会を設け、ソフトの基本項目を整理する。 

 

課題④ 放射線・線量測定システム開発 

 この課題についての専門部会を設け、ソフトの基本項目を整理する。 

 

 

 

 

 平成 28年 3月 4日 第 1回 WG開催＜メイル審議のため、本書をメイル送信＞ 



【平成 29年度 事業計画】 

平成 29 年度においてはメイル審議を中心とする。数回のメイル審議の後 1 堂に会し 4 つの各

課題について総合審議し可能であれば物理的に具体的し高度化に向けての実験的検討課題を

整理する。 

 

【スケジュール】 

 

メイル審議を 3回開催し年度末に会合（検討会）予定。 

 

【メンバー】 

・ メンバー選定の考え方（今後の充実のため） 

 京都大学原子炉実験所の医学物理士 

 医療拠点の医師 

 医療拠点の医学物理士 

 加速器の研究開発を行う組織の研究者 

 

京都大学 原子炉実験所 放射線医学物理学研究分野 名誉教授 丸 橋  晃 

京都大学  原子炉実験所 放射線医学物理学研究分野 准教授 田 中  浩 基 

大阪大学 核物理研究センター 教授 福 田  光 宏 

筑波大学 医学医療系生命医科学域 准教授 熊 田  博 明 

名古屋大学 加速器 BNCT用システム研究講座 特任教授 鬼 柳  善 明 

大阪医科大学 脳神経外科学教室講師・病棟医長 川 端  信 司 

大阪医科大学 BNCT共同医療センター設置準備室 副技師長 秋 田   和 彦 

南東北 BNCT研

究センター 
  

南東北 BNCT研

究センター 
  

 名誉医学物理士 辛 嶋  博 

※メーカーの参加はその都度相談  

 

* 昨年 8月、辛嶋 博委員がご逝去されました。ここに謹んでご冥福をお祈りいたします。

入院されておられましたが回復がたいへんスムースで本人も今後の仕事に張り切っておら

れましたのですが驚きの突然のご逝去で大変残念です。 

  



 
 

 
 

平成 28年度課題 WG「医療拠点の共同利用のあり方検討 WG」 事業報告 

 

研究拠点や医療機関との円滑な連携のもと、BNCT のさらなる研究の発展及び臨床展開を

図るための体制整備をめざし、関係者間において医療拠点の共同利用の実現に向けた課題

を整理し、医療拠点像の提言（案）を取りまとめた。 

 

第１回  平成 28年４月 26日（水） 

第２回  平成 28年 11月９日（水） 

第３回  平成 29年１月 25日（水） 

【検討ＷＧ委員】 

川崎医科大学 放射線医学（治療）教室 教授 平 塚  純 一  
座

長  

京都大学 
原子炉実験所 

粒子線腫瘍学研究センター長 
鈴 木  実   

京都大学 
医学研究科  

放射線腫瘍学・画像応用治療学 教授 
溝 脇  尚 志   

大阪大学 医学系研究科 放射線治療学講座 教授 小 川  和 彦   

大阪大学 
医学系研究科  

耳鼻咽喉科・頭頸部外科学講座 教授 
猪 原  秀 典   

京都府立医科大学 脳神経外科学教室 教授 橋 本 直 哉  

大阪府立成人病センター 放射線治療科 主任部長 手 島  昭 樹   

大阪医科大学 放射線医学教室 教授 鳴 海  善 文   

大阪医科大学 脳神経外科 特別職務担当 教員教授 宮 武  伸 一   

大阪医科大学 耳鼻咽喉科学教室 教授 河 田  了   

大阪医科大学 脳神経外科学教室講師・病棟医長 川 端  信 司   

大阪医科大学 放射線医学教室 診療准教授 吉 田  謙   

大阪医科大学 
ＢＮＣＴ共同医療センター設置準備室 副

技師長 
秋 田  和 彦   

関西 BNCT医療センター センター長 黒 岩 敏 彦   

 

議題 1)‐③－１ 



第３回「医療拠点の共同利用のあり方検討WG」   「医療拠点の共同利用のあり方」とりまとめ概要（案） 

 
 

 

 

本ＷＧは 3回にわたり「開かれた共同利用型医療拠点」はどうあるべきかについて議論、討論し取りまとめ、「この様であってほしい」「目指してほしい」医療拠点像が示された。 

取りまとめられた提案は、ガイドライン的な提言であり、この提言をベ－スにして個々の現状に合った実施マニュアルを作成していただきたい。 

今回の提言は今後、加速器 BNCTを普及させるために医療拠点がどうあるべきかを示すと同時に如何に医療拠点の役割が重要であるかを示している。 

 

１．共同利用の考え方 

 紹介元である医療機関・研究機関の主治医と BNCT 医療拠点の医師が共同で治療方針を検討したうえで、

BNCTを実施する場合を広く含むものとする。 

２．BNCTの医療実用化の現状と共同利用型医療拠点設置の意義 
BNCTの展開のためには、更なる治療技術の向上及び定着、適応疾患の拡大などの治療法全般にわたる進

化が求められており、医療拠点には、基盤技術の開発を行う研究拠点と連携し、効果的・効率的に進める核（エ

ンジン）となることが望まれる。 

３．共同利用を実施するうえで考慮すべき事項と目指す姿 

 

 

４．共同利用型医療拠点運営の基本的考え方 

BNCT発展の可能性を最大限引き出す「治療と臨床研究」の拠点をめざすべき。 

 

５．共同利用型医療拠点の運営体制 

  ① 施設運営の総括的管理 有識者等で構成する医療拠点運営委員会を設置すべき。 

  ② 治験・臨床研究体制 「治験審査委員会」、「倫理委員会」等の組織を設置すべき。 

  ③ BNCT診療費や施設利用料の設定 ： 先進医療等の診療費等だけでなく、治験・臨床研究等を促進で

きる施設利用料の設定が望ましい。 

 ④ 海外からの受入れ 国際医療貢献の視点からも、実施を検討すべき。 

６．共同利用型医療拠点における BNCTの実施体制（先進医療等の場合） 

患者の立場に立った医療提供が基本だが、がん治療の新たな挑戦を不断に行うべき。 

がん種・部位を通じ、臨床研究、実践の各段階で関係者が実践的に情報を共有することが重要。 

 
７．臨床研究等への取組に向けて 

共同利用型医療拠点がＢＮＣＴ発展の核として機能するためには、治療効果の蓄積と適切な分析を行うこと

が不可欠であるが、併せて、適応疾患拡大に向けた臨床研究を進めていく必要がある。 

 

今後、BNCTの更なる発展を図るうえでは、医療としての普及、更なる高度化を図ることが求められて

おり、その実現のためには、基盤技術の開発を行う研究拠点と連携した医療拠点の整備が不可欠であり、

その運営形態は、単独の機関で閉じたものではなく、開かれた共同利用型が望ましい。 

 研究拠点や他の医療機関と緊密な連携のもと、治療・臨床研究に参加する機会を創出。 

 実践を通じた技術・知見の向上を図るとともに、人材の育成・確保に努める。 

 「参加者・利用者の意見・提案を適切に反映する仕組み」を有し、臨床施設としてカンファレン

ス・治療に紹介元医師も参加できる、可能な限り開かれた施設とする。 

考
慮
す
べ
き

事
項 

【慎重な対応】 

症例ごとに適用妥当性を安全面、効果面から適切に見

極め、専門家・経験者による指導支援を得て進める。 

 

【裾野を広げる取組】 

普及、発展を図るため、BNCTの経

験を持つ医師・医療技術者を育てる。 

 

① 医療技術進化の場 

治療情報の共有 

② 学術・医学交流と人材育成の場 

次代を担う研究者等に開かれた環境 

③ 適応疾患拡大挑戦の場 

臨床研究の機会提供 

① 医療拠点としての初期相談体制の整備 
医療拠点に相談体制を整備（患者相談一次対応、医療機関からの照
会対応）、ネットワークの構築 

② カンファレンスを通じた治療方針の決定 
知見共有による適正医療の提供と治療技術の習熟等を目的として、
紹介元医療機関の医師もカンファレンスに参画できる体制とすべき 

③ PETイメージングによるスクリーニング・診断体制の整備 

④ 治療の実施（BNCTの照射） 紹介元医療機関の医師も、治療（照射）に参画可能とすべき 

⑤ フォロー 
逆紹介後において、医療拠点でもフォローの診察を行い、再照射を
含む適切な対処にあわせ治療情報の収集を行うべき 

① 利用の想定 

治験・先進医療 B申請のための臨床研究・その他臨床研究。 

② 研究主体と情報管理 

 医療提供は医療拠点運営者であるが、主たる研究医師は、治療計画・照射に主体として携わるものとすべき。 
 ＢＮＣＴ発展のためには広く情報を提供することが望ましいため、共同研究利用契約において、情報権の帰

属、情報管理要件等を規定することが必要。 

平成 26年度「BNCT実用化促進と拠点形成に向けた検討会議」とりまとめ（H26）抜粋 

① 施設運営の総括的管理 

② 治験・臨床研究体制 

③ BNCT診療費や施設利用料の設定 

④ 海外からの受入れ 

議題 1)‐③‐２ 
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議題 1)‐③‐３ 

第３回「医療拠点の共同利用のあり方検討WG」     

 「医療拠点の共同利用のあり方」とりまとめ（案）  

 

はじめに 

平成 26年度、「BNCT実用化促進と拠点形成に向けた検討会議」において、「今後、

BNCTの更なる発展を図るうえでは、医療としての普及、更なる高度化を図ることが求

められており、その実現のためには、基盤技術の開発を行う研究拠点と連携した医療拠

点の整備が不可欠であり、その運営形態は、単独の機関で閉じたものではなく、開かれ

た共同利用型が望ましい」と提言された。本WGにおいては、その提言を受け、研究拠

点や他の医療機関等との円滑な連携のもと、BNCTのさらなる研究の発展及び臨床展開

を図るための「共同利用のあり方」について検討を行った。 

このＷＧは「開かれた共同利用型医療拠点」はどうあるべきかについて議論、討論し

取りまとめることが使命であり、3回のＷＧ会議で「この様であってほしい」「目指して

ほしい」医療拠点像が示された。今回取りまとめられた提案は、医療におけるガイドラ

イン的な提言であって個々の医療拠点サイド、利用者サイドをこれによって制約しよう

とするものではない。この提言をベ－スにして個々の現状に合った実施マニュアルを作

成してもらえれば良いと思っている。今回の提言は今後、加速器 BNCTを普及させるた

めに医療拠点がどうあるべきかを示すと同時に如何に医療拠点の役割が重要であるかを

示すものになると思っている。 

 

 

 

平成２９年３月 

ホウ素中性子捕捉療法（BNCT）推進協議会 

共同利用のあり方検討WG 

座長 平塚 純一 
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議題 1)‐③‐３ 

１．共同利用の考え方について 

本とりまとめにおける「共同利用」については、紹介元である医療機関・研究機関の

主治医と BNCT医療拠点の医師が共同で治療方針を検討したうえで、BNCTを実施する

場合を広く含むものとする。 

 

２．BNCTの医療実用化の現状と共同利用型医療拠点設置の意義 

患者のＱＯＬ向上に対するニーズが高まる中、短時間治療や副作用が少ない等の特性

を有する BNCTの展開は、がん対策の推進にとって焦眉の急である。ただし、BNCTは

発展途上の段階にあり、治療技術の向上及びその定着、適応疾患の拡大など、その治療

法全般にわたる進化が求められている。その達成のためには、基盤技術の開発を行う研

究拠点と連携した取組みが不可欠であり、医療拠点には研究拠点との役割分担の整理を

踏まえ、これらの展開を効果的・効率的に進める核（エンジン）となることが望まれる。 
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議題 1)‐③‐３ 

３．共同利用を実施するうえで考慮すべき事項と目指す姿 

【慎重な対応】 

症例ごとに適用妥当性を安全面、効果面から適切に見極め、専門家・経験者による

指導支援を得て進めることが必要である。 

【裾野を広げる取組】 

BNCTの普及、発展を図るためには、BNCTの経験を持つ医師を育てることが重要

であり、多くの医師・医療技術者が症例経験を積み重ね、専門家・中上級経験者を増

やすことが必要である。 

 

 

 

共同利用型医療拠点は、上記事項に配慮し、研究拠点や他の医療機関と緊密な連携の

もと、治療・臨床研究に参加する機会を創出し、適正な医療の提供をもって BNCTの普

及・発展に寄与する施設利用形態を目指すべきである。併せて、研究拠点との連携と役

割分担のもと、連携機関の医師、研究者等の実践を通じた技術・知見の向上を図るとと

もに、人材の育成・確保に努めるべきである。 

このため、共同利用にあたっては、治療のプロトコルや適用可否判断のルールの確立

など医療の適正供給を前提として「参加者・利用者の意見・提案を適切に反映する仕組

み」を有し、貴重な臨床施設としてカンファレンス・治療に紹介元医師も参加できる、

可能な限り研究者・医師等の参画・交流を促進する開かれた施設とすることが求められ

る。 
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議題 1)‐③‐３ 

４．共同利用型医療拠点運営の基本的考え方 

これまで BNCT研究で世界をリードしてきた「知の集積」を臨床実践に結実させるた

めの中核的施設となるよう、京都大学原子炉実験所等との連携のもと、アカデミックで

開かれた臨床環境が求められる。そして、BNCT発展の可能性を最大限引き出す「治療

と臨床研究」の拠点となるよう、次の３つの場づくりを目指すべきである。 

ただし、共同利用型施設の運営にあたっては施設経営の安定が必要であり、運営収支

の確保にも配意しなければならない。 

① 医療技術進化の場＝治療情報の共有 

BNCTは発展途上の医療技術であり、その発展のためには、治療の成果を速やかに

研究にフィードバックすることが必要である。そのため、共同利用型医療拠点におけ

る治療情報は、治療参画医師等間での共有に加え、一定の条件のもと医師・研究者等

の利用に供すべきである。 

② 学術・医学交流と人材育成の場＝次代を担う研究者等に開かれた環境 

BNCTに携わる者の更なる研鑽と人材の裾野を拡げることが必要であり、研究拠点

と連携し、臨床の場でしかできない人材育成の場として、開かれた学習の場とすべき

である。 

③ 適応疾患拡大挑戦の場＝臨床研究の機会提供 

BNCTの普及・発展を図るため、限定された症例に限ることなく、研究者等の要望

にできる限りこたえられる環境を整えるべきである。加えて、適応を目指す疾患につ

いて、その分野のリーダーを集めて研究グループを作って取り組むことも重要である。 
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議題 1)‐③‐３ 

５．共同利用型医療拠点の運営体制 

① 施設運営の総括的管理 

医療拠点の共同利用型の運営を担保し支援するため、BNCT研究・医療に係る有識

者等で構成する医療拠点運営委員会を設置すべきである。その役割として、医療の提

供・臨床研究等が効果的・効率的に実施されるよう、医療拠点の利用規約案の策定・

変更や関係機関ネットワークの形成に関して所掌するとともに、共同利用型施設にふ

さわしい仕組みや取組みを企画・提案し、その実施を指導支援することが望まれる。 

② 治験・臨床研究体制 

適応疾患の拡大に繋げるための臨床研究や治験の推進等にも適切に対応できるよう、

「治験審査委員会」、「倫理委員会」等の組織を設置することが求められる。各委員会

は外部有識者の参画も得て、透明性のある体制を確保すべきである。 

また、治験の実施の場合は、治験コーディネータ（CRC）の配置が必要である。 

③ BNCT診療費や施設利用料の設定 

医療拠点の利用規約に先進医療等の診療費等を定めるとともに、今後の BNCTの発

展を見据えて、治験・臨床研究等を促進できる施設利用料の設定が望ましい。 

(１) 先進医療として BNCT治療を提供する場合 

BNCT にかかる診療費及び保険診療が適用される診察料・検査料等の患者負担分

を、患者自身が負担して診療を提供するものであり、BNCT にかかる診療費は、先

進医療承認に定めるところとなる。 

なお、適用可否判断に必要な FBPA PET検査の費用については、BNCTの診療

費には含まれず、医療拠点運営法人が定める。 

(２) 治験・臨床研究として BNCTを実施する場合 

治験・臨床研究として BNCTを実施する場合は、治験を行う主体（通常の治験の

場合は医薬品開発を行う製薬メーカー等、医師主導治験の場合は治験を主導する医

師）又は臨床研究を行う主体が施設利用料を負担し、医療拠点が BNCTを提供する

ものであり、施設利用料の設定にあたっては、医療拠点運営委員会の意見を踏まえ

るべきである。 

④ 海外からの受入れ 

国際医療貢献の視点からも、日本でしか医療実用化していない BNCTを望む患者へ

の対応として実施を検討すべきである。尚、受け入れに際しては医療の安全面からも、

海外に連携病院を作りそこを通じた紹介とする。または外国人患者の受け入れ支援及

び医療の国際展開の促進に取り組む「MEJ」（Medical Excellence JAPAN）や、MEJ

から医療渡航支援企業として初めて認証を受けた「EAJ」（日本エマージェンシーアシ

スタンス株式会社）などを介した受入れとすることが望ましい。  
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議題 1)‐③‐３ 

６．共同利用型医療拠点における BNCTの実施体制（先進医療等の場合） 

もとより患者の立場に立った医療提供であることが基本であり、インフォームドコン

セントを大切にしつつ、がん治療の新たな挑戦を不断に行うべきである。治療の積み重

ね・治療情報は、また、BNCT発展の卵でもある。がん種・部位を通じ、臨床研究、実

践の各段階で関係者が実践的に情報を共有することが重要である。 

また、BNCTの普及に向けては、治癒例・改善例を数多く提示することが求められて

いる。まずは治療実績数を上げることが必要であり、特に、医療拠点で承認された先進

医療等の提供に当たっては次の取組みを行うべきである。 

① 医療拠点としての初期相談体制の整備 

BNCTが一般化していない段階では、がん診断から治療に至る過程で、情報が輻輳

することが予想される。信頼ある機関で適切な説明がなされることが望まれる。 

このため、BNCT医療・研究機関ネットワークを拡大していくことが重要であり、

まず、医療拠点に相談体制を整備すべきである。 

（患者相談一次対応） 

初期スクリーニング及び医療機関紹介等を業務とする相談窓口（電話・メール相

談が中心）が必要であり、看護師程度以上の BNCT・一般放射線治療の知識を有す

るスタッフによる相談対応の整備が望ましい。また、医療拠点での相談体制の整備

とともに、連携病院に BNCT を理解し相談対応できる医師のネットワークを作り、

その医師が適応判断して医療拠点に紹介するシステムの構築も必要である。 

そのためには、初期スクリーニングにも資する相談マニュアルとして、他の BNCT

医療機関と共通に使えるものの作成が必要である。 

（医療機関からの照会対応） 

医療拠点医師による対応が基本となるが、BNCT 適用の可否等について、迅速か

つ適切な回答を行うことができる体制整備が必要である。医療拠点における取組と

して、診療情報提供窓口の設置や、その適用判断のための一定の基準であるプロト

コルの作成が必要であり、その実現にあたっては、京都大学原子炉実験所などの

BNCT経験施設医師との連携、協力体制の構築が重要である。 

② カンファレンスを通じた治療方針の決定 

医療拠点の医師は、紹介元医療機関医師から正確な患者情報を得る必要があるが、

改めて自ら診察を行い、必要であれば補足検査等も実施した上で適用判断を行い、治

療（照射）の方法・内容等について十分な検討を経て治療方針を決定することが重要

である。適用判断と治療方針の決定に当たっては、予め最新の知見をもとに策定され

た治療安全に係るプロトコルに即することが求められる。 
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その判断に際しては、知見共有による適正医療の提供と治療技術の習熟、治療法の

さらなる発展を目的として、紹介元医療機関の医師もカンファレンスに参画できる体

制を整備すべきである。 

③ PETイメージング等によるスクリーニング・診断体制の整備 

医療拠点においては、②の BNCT適用可否の適正な判断に資するため、F-BPAに

よるPETイメージング等の検査により、ホウ素薬剤集積状況の確認を行うべきである。 

④ 治療の実施（BNCTの照射） 

治療方針に沿って、医療拠点医師・スタッフが BNCT（照射）を実施するとともに、

紹介元医療機関の医師も、治療（照射）に参画することを可能とすべきである。 

また、中性子捕捉療法学会の認定医資格に必要な経験値の基準にならい、治療開始

当初 5例程度の主治医立ち会いを原則とすることが望ましい。 

⑤ フォロー 

治療後は逆紹介し、紹介元でフォローする形態を基本とすべきである。医療拠点に

おいては、治療実施中における不測の事態に対応できるよう、自ら又はバックアップ

病院との間で必要な措置を講じるべきである。 

また、逆紹介後において、医療拠点でもフォローの診察を行い、再照射を含む適切

な対処にあわせ治療情報の収集を行うべきである。 

７．臨床研究等への取組に向けて 

共同利用型医療拠点が BNCT発展の核として機能するためには、治療成果の蓄積と適

切な分析を行うことが不可欠であるが、併せて、適応疾患拡大に向けた臨床研究を進め

ていく必要がある。なお、疾患毎の検討体制などについても検討すべきである。 

このため、先進医療の需要に応えつつ、研究成果を臨床の場で検証し、先端医療を患

者にも享受いただく実践臨床研究・治験を促進するため、連携機関による利用が可能な

体制を構築すべきである。 

① 利用の想定 

（治験）薬事承認に向けた利用としては、大学等の研究者が一定の基礎的研究等を終

え、医師主導治験を実施する場合が想定される。財源は科研費や医療機関等による

負担又は新たな機器・薬品等の薬事承認をめざす企業等による負担が考えられる。 

（先進医療 B 申請のための臨床研究）薬事承認された医療機器による適応外使用につ

いては、先進医療Ｂを活用して適応疾患拡大を図っていく場合が想定される。 

（その他臨床研究）適応疾患拡大を図るため、治験や先進医療等の前段階、あるいは

調査・探索的研究としての臨床研究が想定される。臨床研究にあたっては、京都大

学原子炉実験所との連携・役割分担を踏まえたうえで、実施すべきである。 
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② 研究主体と情報管理 

医療提供は医療拠点運営者であるが、主たる研究医師は、原則として当該研究の治

療計画・照射に主体として携わるものとすべきである。 

また、治験・臨床研究においては、実施していることも含めて守秘義務を課される

ことが一般的であるが、BNCT発展に向けて紹介・参画医師をはじめ、BNCT研究・

医療の発展を支える者に広く情報を提供することが望ましい。そのためには、共同研

究利用契約において、情報権の帰属、情報管理にかかる要件等を規定することが必要

である。 

なお、将来的には複数の機関による臨床研究について、学会等によるデータベース

の構築が望まれる。 

③ 治験・臨床研究の流れ 

医療拠点において治験・臨床研究を行う場合は、医療拠点にその旨申請することに

なるが、以下の手続きが望ましい。 

（治験の場合）医療拠点の「治験審査委員会」において、学術的側面、安全性の側面

から審議を行い、その承認を得た場合に実施できるものとすべきである。 

（臨床研究の場合）医療拠点の「倫理委員会」において、医学的・倫理的観点から審

議を行い、その承認を得た場合に実施できるものとすべきである。 

（医療拠点所属の医師・スタッフ以外が「共同治験」や「共同臨床研究」の主体とな

る場合）医療拠点の「治験審査委員会」、「倫理委員会」の承認のほか、「参画する医

師等が所属する機関に設置された審査機関」の承認を得ることも必須とすべきであ

る。 

 ④ 患者申出療養への対応 

患者申出療養又はその前段としての臨床研究については、ＢＰＡ集積度及び照射

線量とがん細胞死滅の程度との関係が一般化されることや、細胞試験・動物実験の

推進度などの研究が進むか否かによるが、適応疾患拡大を図る制度バイパスとなる

ものであり、BNCTネットワークのもとで可能な取り組みを検討すべきである。 

Ø がん患者が主治医等と相談し、医療機関を通じて厚労大臣に承認申請する制度。

臨床研究中核病院（国がん、阪大、京大、国循等）の意見書を添付する必要が

ある。高度医療分は患者負担となるが、保険対象分は併用療養費対象となる。 
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治療のながれ 

  

受付 

診察 

ＰＥＴ検査 

カンファレンス・治療方針決定 

治療 

逆紹介・フォロー 

治療準備（線量測定・治療計画等） 

患者本人 連携病院 海外 

・相談窓口の設置 
（医療機関とも連携） 
・適応判断基準作成 

・治療可否の判断 
・治療方針決定 
・紹介元主治医も

参画可能 

・紹介元主治医は治療への

参画可能 
・当初 5例程度までは原則
主治医同伴（学会基準） 
・適応判断基準の作成 

相談窓口 

連携病院 



平成 29年度～30年度 課題 WG 

「ＢＮＣＴ窓口相談事務マニュアル作成検討ＷＧ」年度計画 

【趣旨・目的】 

現在、複数の医療機関において、BNCT の医療実施に向けた準備が進んでおり、今後、ＢＮ

ＣＴ実施医療機関等への相談の増加が見込まれる。BNCT が一般化していない段階では情報

が輻輳することが予想され、信頼ある機関で適切な説明がなされることが望まれる。相談者の

心理的負担軽減を図り、担当医師の負担の軽減を図るためにも、初期スクリーニング及び医療

機関紹介等を業務とする相談窓口を BNCT 実施機関に設置するとともに、的確なアドバイス実

施のための相談事務マニュアルの作成が必要である。 

また、平成26年度、「BNCT実用化促進と拠点形成に向けた検討会議」において、医療として

展開する場合の体制で必要な取り組みとして、「連携病院への BNCTに関する一般的な相談を

確実に医療拠点の相談窓口につなぐため、医療拠点や学会により基本的な対応マニュアルを

作成し、連携病院に配布することが必要」と提言されている。 

これまで、BNCT に関する相談については、各研究者による個別対応が主であった。平成２７

年５月から京都大学原子炉実験所と連携し、熊取町において「ＢＮＣＴ相談室」が設置され、こ

れまで延べ２１０件（平成２９年２月 28日現在）の相談に対応してきたところ。 

本 WG は、各医療機関の窓口における患者の一次対応として、医師につなぐまでの窓口対

応マニュアルのベースとなるものの作成検討を目的とする。検討にあたっては BNCT 相談窓口

を開設してきた熊取町の相談実績等を踏まえ、各研究者、京都大学原子炉実験所、医療機関

との調整の上、医療機関共通で活用できる相談事務マニュアル作成をめざすものとする。 

【スケジュール】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平
成
29
年
度 

フレーム作成（メンバー、アドバイザー） 

•  「ＢＮＣＴ相談室」における相談実績等の分析

•  具体的な相談に対する回答例の作成

•  事務フロー図の作成  など

「監
修
委
員
」  

に
よ
る
監
修 

再
度
監
修 

「BNCT窓口相談事務マニュアル（骨子案）」について、平成３０年
３月開催予定の「ＢＮＣＴ推進協議会」で報告・意見聴取 

窓
口
相
談
事
務

マ
ニ
ュ
ア
ル
（骨
子

案
）作
成 

「BNCT窓口相談事務マニュアル（案）」について、 

「ＢＮＣＴ推進協議会」で承認 

 

修
正  

修
正

平
成
30
年
度 

マニュアル案作成（メンバー、アドバイザー） 

・推進協議会意見の反映 

・医療実施予定の窓口からの意見聴取 

・学会等との連携 など 

「監
修
委
員
」  

に
よ
る
監
修 

再
度
監
修 

相
談
マ
ニ
ュ
ア

ル
（
案
）
作
成 

修
正 

修
正 

各医療機関等での活用 
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・ メンバー選定の考え方（案） 

 メンバー 

 これまで相談電話対応等に携わってきた担当者等 

 アドバイザー 

 実際に相談業務等に携わっている看護師等 

 監修委員 

 BNCTを担当しており、相談を受けることの多い医師等 

 

 機関名 役職等 氏 名 

メ
ン
バ
ー 

熊取町 企画部理事 寺 中  敏 人 

熊取町 企画部政策企画課長 橘  和 彦 

熊取町 企画部政策企画課副主査 岩 田  由 佳 

京都大学 原子炉実験所事務長補佐 岩 瀬  智 博 

京都大学 原子炉実験所共同利用掛 中山  千代子 

大阪医科大学 
BNCT共同医療センター設置準備室 

課長 
前 田  将 昭 

南東北 BNCT研究センター 放射線治療部門事務次長 藤 沼  靖 和 

ア
ド
バ
イ
ザ
ー 

熊取町 BNCT推進室担当看護師 林  美 恵 

京都大学 原子炉実験所看護師 山 本  由 佳 

監
修
委
員 

京都大学 
原子炉実験所 

粒子線腫瘍学研究センター長 
鈴 木  実 

大阪医科大学 脳神経外科 特別職務担当 教員教授 宮武  伸一  

大阪医科大学 脳神経外科学教室講師・病棟医長 川端  信司  

南東北 BNCT研究センター センター長 髙 井  良 尋 

 



平成 28年度情報発信事業 年度報告 

 「革新的がん治療法BNCTシンポジウム 

～世界初！日本が世界をリードするBNCTの実用化に向けて～」の実施 

 

・日時：平成28年９月14日（水）13時15分～17時 

・場所：三井住友銀行本店大ホール 

・参加者：約250名 

・主催：株式会社三井住友銀行、共催：ホウ素中性子捕捉療法（BNCT）推進協議会 

・後援：内閣府、文部科学省、厚生労働省、京都大学原子炉実験所、京都大学、大阪大学、筑波大学、大阪府立大学、

大阪医科大学、川崎医科大学、日本中性子捕捉療法学会、日本放射線腫瘍学会、日本核医学会、日本医学物理

学会、日本脳腫瘍学会、日本頭頸部癌学会、日本医療研究開発機構（AMED）、国立がん研究センター、関西BNCT

医療センター、南東北BNCT研究センター、日本病院会、全日本病院協会、日本医療法人協会、医用原子力技術

研究振興財団、 Medical Excellence JAPAN、 大阪商工会議所、熊取町、大阪府 

 

【第 1部：BNCTの概要と世界をけん引する研究成果】 

BNCT について、放射線腫瘍学、医学物理、PET 検査、ホウ素薬剤研究の 4 分野を代表す

る研究者から講演後、会場からの質疑応答によるディスカッションを実施。 

≪講演≫ 

① 京都大学名誉教授・客員教授 小野公二 
～BNCT の原理や他の治療法との違いを含めた特長、治験に至る経緯、これまでの臨床研究

成果、今後の対象がん腫について等 

② 京都大学原子炉実験所准教授 田中浩基 

～病院設置可能な加速器 BNCTシステムの開発経緯、将来性と今後の課題 

③ 大阪大学大学院医学系研究科教授 畑澤順 
～BNCTに不可欠な FBPA-PET検査の特徴と、新たながん検査薬としての将来性 

④ 大阪府立大学 BNCT研究センター特認教授 切畑光統 

～２つのホウ素化合物 BPAと FBPAを例にして、BNCTに果たすホウ素化合物の重要性とその

開発現状および将来展望等 

 

【第２部パネルディスカッション：日本発加速器BNCTの実用化と普及に向けて】 

大学等のアカデミアや研究機関、治験に携わっている医療機関、開発に取り組む企業、日本

式医療の海外展開を推進する機関などの代表から取組報告の後、ディスカッションを実施。 

○コーディネータ京都大学名誉教授・客員教授 小野公二 

○パネリスト及び報告概要 

国立がん研究センター 

放射線治療科長 伊丹純 

現在物理実験中、なるべく早く生物試験を開始して、治験に進

めたい。 

関西BNCT医療センター 

センター長 黒岩敏彦 

2016年9月着工2018年3月竣工、6月開設予定。2019年から治療

開始予定 

南東北BNCT研究センター 

センター長 髙井良尋 
1月から脳腫瘍、7月から頭頸部癌に対する治験を開始。 

大阪医科大学 

学長 大槻勝紀 

BNCTの臨床研究数も多く、大阪に集積するBNCT研究拠点と連携

した医療拠点の設立を決意 

筑波大学医学医療系放射線腫瘍学 

教授 櫻井英幸 

中性子ビームを発生させるコミッショニングを行っていると

ころ。周辺機器も併せて開発中。 

住友重機械工業株式会社 

治験統括責任者 佐藤岳実 

PET、陽子線、BNCTと医療機器を開発。BNCT発展には、業・官・

学のムーブメントが必要。 

ステラファーマ株式会社 

代表取締役社長 浅野智之 

10B濃縮技術を有するステラケミファがBNCT薬剤製造のためス

テラファーマを設立。 

Medical Excellence JAPAN 

理事 北野選也 
日本医療のインバウンド、アウトバウンドに取り組んでいる。 

議題 1)‐⑤ 



BNCTの基礎課題と研究環境への対応                 文責 切畑  
大項目 小項目 内容 
薬剤開発 BPAを想定 û ヒトでの体内動態（各組織への分布の経時変化）の把握 

→ FBPA-PETの利用が最も効率的。 
→ BPAと FBPAの体内動態の類似性の証明が不可欠。 

û BPA集積のメカニズム解明 
→ LAT1、ATB0,+といったトランスポーターのみが関与

するのか。他に関与する因子は無いのか。 
û 投与形態の最適化 
→ 持続投与法は運用上、問題も多い。今後、全ての疾患

に対して持続投与法でなければならないのか。Bolus
投与法ではだめなのか。 

→ FBPA-PETによる動態解明が必須。 
薬剤開発 新規薬剤 û 臨床研究を開始するために必要なデータの整備 

→ ICH＊ガイドライン等を参照して、各開発の主体が非

臨床試験パッケージを構築すべき。 
→ 最低限、in vivoでの薬効薬理試験（BNCTでのがん
の縮小）、毒性試験（薬剤の安全性、BNCTの安全性）
は実施する必要があると思われる。 

→ 核医学会では、「非臨床安全性基準」のような形でガ

イドラインを発出している。BNCTの場合、特に安全
性評価や CBE評価については、JSNCTが中心となっ
てガイドラインを策定し、評価方法の統一化や基準値

の策定が必要と思われる。 
機器開発  û BNCT用ビームの評価方法の科学的評価 

→ 全てのビームを機器測定で定量できるわけではない

ので、小核試験等を生物評価を加えたビーム評価がで

きる系の確立が必要。 
→ 評価基準の策定に際しては、現実に BNCT の臨床に
供されている施設の中性子源（原子炉、SHI製加速器）
をベースにしてビーム基準策定することが望ましい。 

情報発信 
 
 
 
 

 û BNCTについての正しい知識の普及 
→ BNCTの有効性だけでなく安全性についても、科学的
根拠に基づいたデータの収集と定量的評価を行い、こ

れらの結果を広く情報発信していくことが必要。 
→ 安全性については局所と照射野外を分けて評価し、全

議題 2） 



 
 
 
 
 
 
 
 

身被曝への大衆の不安解消に努める。 
→ 全身被曝等の問題指摘においては、原子炉と BNCT
システム、あるいは異なる BNCT システム間の評価
も重要だが、IMRTなど既に承認され臨床に供されて
いる他の放射線装置との比較で、BNCTの安心をアピ
ールすることが重要。 

→ BNCTの安全安心の発信は、開発主体企業よりも学会
やアカデミアからの発信がより説得力を持つ。 

医学研究

規制への

対応 

研究倫理指

針 
 

・個人情報保護法等の改正に伴う改正研究倫理指針や国会にお

いて審議中の臨床研究法案への対応 
→ 各機関、大学等における対応を基本とするが、JSNCTに 
よる研究ガイドライン作成も必要か？ 

 
* ICH：International Council of Harmonization of Technical Requirement of  

Pharmaceuticals for Human Use 医薬品規制調和国際会議 

(日米欧３極の医薬品規制を調和させたガイドラインを作成する会議) 

 



JSNCT 新認定医資格基準 

 

1） 2015年７月１日付で、旧認定医資格基準を充たして、認定を受けた者。 

2） KUR、JRR4 もしくは加速器中性子源を用いた臨床研究、臨床試験（治験を含

む）に NCT 主治医として照射計画書申請した経験を５例以上有する者（企業

治験の場合は治験責任医師として治療計画や患者 follow-up に積極的に参

画した者）。 

3） あるいは、上記 JSNCT 認定医指導の下、中性子照射申請書に患者主治医も

しくは主治医団として記載され、５名以上の中性子照射の現場に立ち会い、患

者の追跡にも主体的に関与した者。 

4） ２、３）に加え、当委員会による記述式試験と面接試験を受験し、JSNCT 認定

医として相応しいと認定された者。 

5） 放射線治療専門医資格を有する者であること。もしくは各腫瘍組織・部位に関
連した学会認定・専門医資格を有する者であり、かつ照射に際しては所属施設

の放射線腫瘍（専門）医の協力が得られる環境にいる者。ここで言う「協力」と

は臨床研究、治験等への組み込み、実際の照射、フォローアップにおいて積極

的な参加、助言をさすものとする。 

6） 認定医取得前に１回、また認定医取得後、５年に一回は本学会が主催する
NCT 版医学物理士（WG)ならびに,治療計画標準化 WG 等が主催する講習会

に参加することを義務つける。万一参加できなかった折には各WG 責任者と相

談の上、別途講習を受けるものとする。 

7） 認定医取得後は直近の５年間に２回の学会参加を義務つける。これを怠った
場合は警告を与え、２回の警告にも係らず、不参加の場合は認定医資格を返

上したものとみなす。 

 

2017年 3月 1日制定 

  

その他‐① 

























 

 
 

ＢＮＣＴ推進協議会について 
 

【経緯・目的】 

平成 21年、BNCTの実用化に向けて産学官が連携し、諸課題の研究や提言、情報発信に取り組

む場として「BNCT研究会」を立ち上げ、人材育成をはじめとした活動を実施。 

平成 26年には、医療拠点形成、拠点機能強化に向け関係機関が今後の取組みの指針・方向性

を確認、共有する場として、「BNCT実用化推進と拠点形成に向けた検討会議（BNCT検討会議）」を

開催し、とりまとめを公表（平成 26年 12月）。本とりまとめにおいては、我が国 BNCT研究の舵取り

のためにも、全国の拠点が連携できる場の構築が必要であると提言された。 

治験が進行し、医療の実用化が数年後に迫っている今、今後の BNCTのさらなる普及、高度化

にむけ、オールジャパン体制による取組が必要な段階を迎えたといえる。 

平成 28年 1月に、BNCT検討会議の趣旨も踏まえ、先の「BNCT研究会」を「BNCT推進協議会」

として改組したうえで、産学官の連携、研究拠点と医療拠点のネットワークを活かしながら、基礎研

究、臨床研究レベルから医療としての普及・高度化に向け、様々な諸課題に対応可能な体制を整

備。 

 

【メンバー構成】 

 委員長：京都大学原子炉実験所所長 

委 員：BNCTを牽引してきた各分野の研究者、人材育成を中心となって進める研究者、医療拠点 

をバックアップする医師、がん拠点病院や連携病院の医師、関連学会との連携ができる者、

加速器の導入が見込まれる機関（国立がん研究センター、筑波大学、南東北病院）、行政 

事務局：京都大学原子炉実験所、大阪府、熊取町、関西 BNCT医療センター 

 

【活動体制】 

推進協議会は、学会と連携しながら、時宜を得た諸活動を実施 

・ 推進協議会 年度ごとの課題設定とＷＧの設置を決定 

      （年１回開催、毎年 3月頃予定） 

・ ＷＧ      常設「人材育成ＷＧ」「安全・高度化ＷＧ」＋年度ごとの「課題ＷＧ」を設置 

それぞれの取り組みついて、推進協議会にて報告 

（開催回数についてはテーマにより変動） 

 

【取り組む課題例】 

・ 研究拠点のさらなる強化 （例）研究用中性子源・医療研究用設備の設置（開発）など 

・ 医療拠点との連携（研究機関とのネットワーク）（例）共同利用の考え方について 

・ 臨床研究及び実臨床を安全かつ科学的に実施するための指針作成に向けての調整 

・ 安全面についての指針作成に向けての調整 

・ 人材育成（全国、海外を視野） 

・ BNCTの普及・促進（情報発信） 

・ 国に対する要望活動            など 

 

参考資料１ 



 

 
 

 

 

 

人材育成 WG（常設）  

ＢＮＣＴ専門人材育成に関すること（全国、海外を視野） 

・学会・各大学等との連携 

・人材育成プログラムの作成・実施 

・ＢＮＣＴ専門師の資格化・ポスト・単位化についての検討  

・人材育成される人の発掘 

・人材育成拠点(人材育成センター)のあり方の整理 

委員長：京都大学原子炉実験所所長 

・年 1回開催(3月頃を予定) 

・全国の関係者で委員を構成、世界の BNCTをリードするための活動を実施 

・年度ごとに課題の設定、ＷＧの設置を決定 

W G 

BNCT推進協議会 

 

課題 WG（単年度） 

年度ごとに、課題に応じて設置 

（医療の実用化に向け課題解決を目指す） 

     

Ｈ28 医療拠点の共同利用のあり方検討 

Ｈ29 （予定）窓口相談事務マニュアル作成検討 

（今後のイメージ） 

Ｈ30 ・ 医療拠点を活用した臨床研究の在り方について（指針作成に向け

た調整）など 

・ 研究拠点の強化（研究用加速器中性子源の確保、FBPA-PETにつ

いて など） 

・ ＢＮＣＴの普及・情報発信  など 

Ｈ31 ・ 医療開始に向けた課題について   など 

 

 

安全・高度化ＷＧ（常設） 
 

・放射線、機器の機械的・電気的な安全についての検討 

・機器の高度化についての検討  など 



国立がん研究センター

ビーム調整中⇒非臨床試験⇒治験ビーム調整中⇒非臨床試験⇒治験

関西ＢＮＣＴ医療センター H30夏竣工 H31夏 開院H30夏竣工 H31夏 開院

南東北BNCT研究センター 治験中治験中
施設スケジュール

筑波大学 開発状況に応じ
専門人材が必要

現状 実用化に向けた課題 H29 H30 H31～

臨
床

研
究

ＫＵＲの停止により研究が中断
加速器で治験実施

症例拡大
・ＫＵＲの運転再開
・研究用加速器での研究
・治験の着実な推進

加
速
器

世界初となる治験を開始。
照射時間は30分～１時間。1/3 への短縮を目指す。

加速器の高性能化
（患者の身体的負担軽減）
研究用加速器の確保

ホ
ウ
素

薬
剤

現在、BPA,BSHの２種類のみ

世界初となる治験を開始（BPA）
ＢＮＣＴ研究センター開所（H26.4）

新規ホウ素薬剤の開発
（対象部位拡大のため）

PET検
査

大阪大学附属病院、国立がん研究センターにて臨床
研究を実施。

18FBPA合成効率の向上
先進医療化

人
材

育
成

専門人材の確保が困難。
人材育成のためのパンフレット、テキストを配布。
京都大学原子炉実験所での座学や実習を実施。

人材の確保

BNCT専門士の働く場の確保（資格化）

治
療

計
画

シ
ス
テ
ム

ツクバプラン、ＳＡＣＲＡシステム等を開発中。

医
療
開
始
に
向
け
た

課
題 医療開始に向け諸課題の解決をめざす

共同利用型医療拠点のあり方の検討

「臨床研究及実臨床を安全かつ科学的
に実施するための指針」、「安全面につ
いての指針」作成に向けた調整
相談マニュアル・窓口対応の育成
人材育成

研究炉ＫＵＲの運転再開 ・ 症例拡大（中皮腫・肝がん、乳がん等） ※戦略的体制の構築

最適中性子源の開発(医療機器として成熟）

新規ホウ素薬剤の研究・開発

開発 薬事承認

ＢＮＣＴの当面の課題とＢＮＣＴ推進協議会で検討すべき項目

治験の着実な推進、先進医療化

共同利用体制整備

「臨床研究及実臨床を安全かつ科学的に実施するための指針」の作成に向けた調整

「安全面の指針」作成に向けた調整

相談マニュアルの作成

専門人材の処遇についての検討（ポスト、資格化等）→国へ
人材確保に向けての活動の

あり方

課
題
W
G

B
N
C
T

推
進
協
議
会

人材育成WG
常設

安全・高度化WG

医療拠点系

研究拠点系

BNCT医療実施ガイドライン作
成に向けた調整

人材育成
学会と連携を図りながら

物理、運用面の安全管理についての検
討

「臨床研究及び実臨床を安全かつ科学的に実
施するための指針」作成に向けた調整

研究拠点の強化

「安全面についての指針」
作成に向けた調整

原子炉活用策

医療研究用
設備の設置研究用加速器

中性子源の確保

適応疾患拡大に向けた戦略的体制検討

相談窓口マニュアル作成

BNCTの普及・情報発信

18FBPAの高効率合成法及び自動合成装置の開発・薬事承認

学会との連携

人材育成

年度毎

参考資料２

ビーム調整中⇒非臨床試験⇒治験ビーム調整中⇒非臨床試験⇒治験

開院までに
放射線腫瘍医５名、
医学物理士５名が必要

治験⇒薬事承認

窓口対応の育成

その他の取組



 

第１回ホウ素中性子捕捉療法（ＢＮＣＴ）推進協議会の概要について 

 

１ と き  平成 2８年３月２５日（金）午前１０時～正午 

２ ところ  國民會館 武藤記念ホール 

３ 会議の概要 

 

（１）新たな BNCT研究会の姿を検討するWG検討結果報告 

別添の資料により小野座長から報告がありました。 

 

（２）議題 

① BNCT推進協議会設置要綱の一部改正について 

    別添の資料のとおり、承認されました。 

 

② 本協議会の進め方について 

  別添の資料のとおり、承認されました。 

  

③ 平成 28年度事業計画について 

    別添の資料に掲げる 3WGの設置について、下記のとおり承認されました。    

 

  ○人材育成WG 

別添資料のとおり承認されました。 

【増永委員補足説明】 

    ・本協議会の人材育成 WG は、日本中性子捕捉療法学会にある人材育成委員

会と役割分担し、実務を中心としてやっていきたい。 

   

    ○安全・高度化WG 

別添資料のとおり、大阪医科大学の吉田講師を追加し承認されました。 

【丸橋委員補足説明】 

  ・“中性子はこれまでの放射線と比べて全く違った挙動をする”という特性に

基づいて医療システムを作り上げるという課題がある。中性子線の防御は大

変難しいが、患者さんと医療スタッフの安全を装置により確保することを実

現していく。 

    ・もう一点は、将来的には多門照射も含めて考慮して、中性子の特性に基づい

た、患者さんの体内線量分布を最適化する方法の検討など、安全の高度化と

いうことについて、いろいろ審議する場としてこのグループを提案した。 

  【主なご意見】 

    ・安全・高度化 WG の委員に放射線腫瘍の専門医がいないので、大阪医科大

学の吉田講師を加えていただきたい。 

 

    ○H28年度課題WG「医療拠点のあり方検討WG」 

別添資料のとおり承認されました。 

 

参考資料３ 



 

（３）その他 

① 委員から出されたテーマによる意見交換 

①-１ 研究用中性子源について 

京大原子炉実験所における、研究用中性子源の考え方の説明があり、委員か

らご意見をいただきました。 

【京大原子炉実験所からの説明】 

・現在、研究用原子炉（KUR）は新規制基準に基づき原子力規制委員会で審査

中であり、秋頃の再稼働を目指し作業を進めているところ。 

・KUR の寿命も永遠ではないということを考え、研究用に使えるものとして、

概算要求で、今ある BNCT加速器システムとほぼ同規模の装置を要求中。 

・医療照射の患者さんの待機場所、相談、打ち合わせのできる場として、熊取グ

ローカル連携拠点という名前で、共同研究者の方には宿泊施設としても使える

というものも概算要求中。 

・将来の話にはなるが、治療できるところも視野に入れたいという熊取町の意向

もあるため、熊取グローカル連携拠点の隣に、将来活用可能な場所も考えてい

る 

【主なご意見】 

・京都大学研究用原子炉での共同利用について、産学官連携の視点も打ち出して

いただきたい。 

 ⇒今までは産業利用に対して、非常に憶病なところがあったが、産学利用とい

う国の大方針もふまえ、共同利用への受け入れも進めていきたい。現在、共

同利用には、民間企業は入れないが、最初の段階として科研費を出せるよう

なところからの受け入れから始め、徐々に広げることを積極的に進めたい。 

・動物実験のニーズも増えていくため、研究炉のマシンタイムについて、生物学

的な研究、クオリティの高い研究ができるような最適な時間の割り当てをお願

いしたい。 

⇒マシンタイムは当然限界もあり、効率的に割り当てていく。これまで、申請内

容や必要な時間から考えていたが、今後は、共同利用の効率化の検討のため、京

都大学原子炉実験所専門研究会でも、BNCTに関する共同利用の効率化を検討し

ていく。５月１３～１４日の研究会は、そういったことをテーマに企画している。 

①-２ 基盤研究について 

委員から以下のようなご意見をいただき、基盤研究に関する協議会としての取 

組みについて、切畑委員を中心に検討を進めることとなりました。 

【主なご意見】 

・患者さんや担当技師の負担軽減、効果の増強、適応拡大等を検討する上で新規

のホウ素薬剤の開発は今後欠かせないが、開発研究を進めるうえで大きなもの

として２点の問題があり、中性子源の安定利用と薬剤の評価。 

・研究拠点・基盤整備のためには、比較的自由に費用安く研究可能な拠点が非常に

重要であり、KUR が果たしてきた役割は非常に大きい。中性子線の照射場が一

年中使え、費用の負担が少なく研究できる拠点を是非作って頂きたい。 

・薬剤の評価について。これまでの抗がん剤の開発というスタンスから言うと、

中性子捕捉療法用のホウ素薬剤の評価系はまったく異なる。BPA の評価基準



 

をもとに、それに続くホウ素薬剤の開発の評価系を立ち上げていくべきではな

いか。それによって新しいホウ素薬剤の研究開発を促進するためにも、共通し

た評価系、第一次スクリーニング的なものを立ち上げていく必要があるのでは

ないか。その課題の多くは、学会との関係との話になり日本中性子捕捉療法学会

との連携を深めて検討していく必要がある。 

・薬剤研究は研究で終わるのではなく、臨床応用していくことが重要。そのため

にもＢＮＣＴの研究への企業の参画が非常に大事。国の大型予算も企業につく

ことが多くなったので、ＫＵＲの企業との共同利用について、積極的に検討い

ただければありがたい。 

⇒現時点では、産業界の研究者が直接使うことはできないが、大学等の研究者

と、契約を結んでその大学等の研究者が利用することは可能。本年度になっ

てから研究代表者は大学等の研究者で、その研究に協力者として現場に入る

ことについて、特例を認めることが可能となった。来年度には、研究代表者

の責任において研究協力者として現場に入るところまで可能にできるか、特

に公平性の担保について議論しているところ。 

・基盤研究については、この協議会と日本中性子捕捉療法学会との関係性を明確

にしておくべき。この協議会は、基盤研究の内容を議論する場ではないため、

統一基準のようなものを作るよう、日本中性子捕捉療法学会に提言していくべ

きだと思う。 

・BNCT への関心が高まってきており、海外に向けた英語による情報発信が大

変重要な時期。これまでに英語版パンフレットを大阪府中心に作成してきたが、

協議会でも取り組むべき。 

・日本中性子捕捉療法学会のホームページの英語化を進め、英語版のニュースレ

ターも発信していく。狙いとしては、全世界から BNCT を検索すると、日本

の学会にヒットするくらいにしていきたいと考えている。 

 

①－３ 対象疾患の拡大に向けた臨床研究について 

現在の「原子炉での臨床研究から加速器での治験」という流れから、今後、加

速器が医療機関に導入された後の取組みの考え方について、委員から以下のよう

なご意見をいただきました。 

【主なご意見】 

・現状は加速器 BNCT は治験の段階で、適応拡大にはつながらないため、研究

炉中性子源を用いた、医師主導の臨床研究という形で新規の拡大の臨床研究を

進める。原子炉実験所は従来どおり、新規の適応拡大に向けた臨床研究を粛々

と共同利用の先生方と協力して進めていきたい。加速器を用いた適応拡大に関

しては、将来様々なところが臨床研究を進めることになると思うが、まだ準備

期間があるので、粒子線治療での取組みを参考にしながら、十分な体制を作る

ことが必要。 

・基準を作るのはいいが、今後の適応拡大に向けて探索的研究ができる余地も残

してもらいたい。 

・今非常に臨床研究が厳しくなっているが、2 例とか 3 例、１例、2例という探索

的な BNCTの臨床研究へのシーズを探る研究枠、ある程度、今の臨床研究指針に



 

基づいてやっていけるような形について、方策を考えているところ。 

・原子炉実験所としては、余裕を持った、ある意味、将来を見据えた臨床研究を考

えることが出来ると思うが、共同利用の医療機関にそういうシステムがあるかが

問題。 

・原子炉も永久ではないので、長期の視野を持って適応拡大をどうしていくのか。

今は企業主導治験だが、おそらく企業にすべての適応疾患に対しての費用を賄

うだけの体力を要求するのは酷。今後、医師主導の治験など、国からの資金獲

得の算段についても協議会で継続的な審議が必要。一例の患者さんにおそらく

数百万円の投資が必要で、30 例やったら×30。そこの費用まで考えておくべき

で、加速器が 1 台入ったら、すぐに臨床研究が始まって、治験に入れるわけでは

ない。 

・加速器 BNCT に関しては、やはりオールジャパンという体制でマーケットを

考えて、疾患を協議する場所を絞りこみ、数年後に医師主導ではなく先進医療

Ｂ、いわゆる適応拡大をめざし、原子炉での臨床研究やそれに応じた基礎研究

に取組むなどの方向性、戦略が必要。この協議会を、その戦略について十分練

っていく場にする必要があるのではないか。 

・今は、治験は一つ一つの疾患毎の実施。将来的には粒子線治療のように、包括

的に一括して適応をとりたい。そのカギは BPAを使う場合は、FBPA-PET。

勿論、癌腫が違うと母組織が違うのでそこの反応がどうなるかということにつ

いては、基盤的な研究が必要。 

・この推進協議会において、取り組むべき内容について、学会等と整理して、具体

的に何があるのか、何をすべきなのか、いつまでに何をすべきなのかという議論

をしていくべき。今後、事務局で課題を整理・進め方を今後検討していきたい。 

 

② BNCT推進協議会のオブザーバーに関する取り決め 

別添の資料について、事務局から報告しました。 

 

③ 人材育成講習会の結果報告 

 ＢＮＣＴ普及促進・人材育成事業は、内閣府の地方創生交付金を活用し、大阪

府からの補助事業として京都大学が主体となり実施。その事業概要と、受講者ア

ンケート結果について、別添の資料により説明、委員から以下のようなご意見を

いただきました。 

【主なご意見】 

・中性子を議論するところが日本、世界的にも無いということで、先進的な役割

を果たせたと思う。 

 

④ その他のご意見 

・政府においては、BNCTも政府の健康医療戦略の中に位置づけ、平成 25年には

福島等における BNCTの研究開発を、平成 26年度の戦略では、関西での先進的

な取組みということで、治験フェーズに入った BNCTの拠点形成というのが位置

づけられている。近畿においては、加速器の大強度化、ホウ素薬剤の合成機器開

発、人材育成という観点から支援してきた。関西 BNCT医療センターなどの具体



 

的な動きが見えてきている中で、今後、実用化に向けて国内の関係機関の一体的

な取組みが非常に重要。そういう意味でもこの協議会の取組みは、ますます今後

重要であり、期待している。 

・熊取町では、3月 19日にシンポジウムを開催。BNCTのさらなる発展や熊取町

の活性化に向けて、関係機関がどのように連携しようとしているのか、住民の皆

様にわかり易く紹介することを目的としたもので、当日は会場の町民会館ホール

が満員となった。本町としては、今後とも関係機関と連携し、BNCT の早期実用

化に向けた取組みに協力してまいりたい。 

 

⑤ 国内での取組み状況について 

   筑波大学、国立がん研究センター、南東北病院、関西ＢＮＣＴ医療センターから、

それぞれの取組みについて紹介がありました。 

 

i. 筑波大学における取組み 

筑波大学 医学医療系 生命医科学域 准教授      熊田 博明 氏 

ii. 国立がん研究センターにおける取組み 

国立がん研究センター 中央病院 放射線治療科 科長  伊丹 純  氏 

iii. 南東北病院における取組み 

脳神経疾患研究所附属 

南東北ＢＮＣＴ研究センター センター長        髙井 良尋 氏 

iv. 関西ＢＮＣＴ医療センターにおける取組み 

関西ＢＮＣＴ医療センター 事務局長          田中 哲哉 氏 

 

＜閉 会＞  


